
 

 

平成２９年度 事業報告 
 

自 平成２９年 ４月 １日 

至 平成３０年 ３月３１日 

 
 
 
はじめに 
 

我が国の経済状況は、地価公示の全国平均で住宅地が１０年ぶりに上昇し、地方圏で

は２６年ぶりに上昇に転じるとともに、株式市場が堅調に推移し、資産効果や賃金の上

昇、訪日外国人客の増加などが消費の下支えとなり、景気は緩やかに持ち直しつつある。 

しかしながら、少子高齢化、人口減少が急速に進展し、併せて有効活用されず放置さ

れた空き家・空き地は増加傾向にあり、その対策は喫緊の課題である。 

政府におかれては資産デフレ脱却に向けて、既存住宅を含む不動産流通市場の活性化

策の推進を強く望むところである。 

 

このような経済状況下、本会は着実に会員数を伸ばし、目標としていた会員数３万社

を平成２９年度中に達成したことは、会員あるいは広く国民から公益法人としての役割

に期待されていることの表れであると認識している。 

 

さて、昨年４月より改正宅地建物取引業法が一部施行となり、本会より要望していた

消費者保護を図るため弁済業務制度から宅建業者が除外され、併せて取引事故の未然防

止に努めたところ、平成２９年度の認証金額は２５年ぶりに１億円を下回る結果となっ

た。 

また、宅建業従事者の資質向上に向けた全日の研修事業に対する助成も開始し、さら

に一般保証業務制度では優良会員を登録するとともに本制度を広く一般消費者に周知

するため、全国の主要郵便局に本制度のパンフレットを設置した。 

以上、各事業に関しては会員各位の協力を得ながら、適正かつ公正な不動産取引を推

進する啓発活動や研修などの事業に努め、また、効率的かつ健全な財務運営を執行し、

本会の公益法人としての社会的責務である消費者保護を確実に図った。 

 

ついては、「平成２９年度事業計画」に基づき、実施された各種事業の執行状況につ

いて、次のとおり報告する。 



 

 

Ⅰ．公益目的事業の実施 

 

ⅰ．宅地建物取引業に係る取引に関する紛争を解決する事業 

 

○苦情の解決業務 

 

（１）宅地建物取引業法第６４条の３第１項第１号に基づく「苦情解決業務」を次のとおり適正かつ

確実に実施した。 

地方本部取引相談委員会で対応した平成２９年度における地方本部別・原因別苦情処理状況は、

表－１号のとおりである。 

苦情受付件数は、『売買に係る苦情受付』１６８件（99 件）、『媒介・代理に係る苦情受付』    

１２１件（104 件）、合計２８９件（203 件）であり、このうち、解決件数は１２２件（77 件）、

調停中は１６７件（126 件）となり、解決率は４２．２％であった。 

なお、前年度と比較すると、苦情受付件数は８６件、４２．３ポイント増加したものの解決率

は４．３ポイント増加した。 

また、平成２９年度に苦情の申出を受付けた地方本部は２９地方本部であり、前年度より２地

方本部増加した。                               ※（ ）内は前年度 

 

（２）（公社）全日本不動産協会との共催により、不動産取引に係る苦情処理、不動産無料相談を担

当する者を対象に、その業務に必要な専門知識の習熟及び指導者育成を図るため、「取引・苦情

処理業務指導者研修会」を各地区協議会単位で実施した。実施状況は表－２号のとおりである。

また、苦情処理業務及び認証事務の向上、知識の習熟を目的として、地方本部苦情処理業務担当

者を対象に公開弁済委員会を実施した。 

 

 

○弁済業務 

１．弁済業務保証金の供託に関する事項 

 

弁済業務保証金は宅地建物取引業法第６４条の７に基づいて、次のとおり東京法務局に供託した。 

 

 （１）平成２９年度の供託額は、１，４８８，５９７，６７２円である。 

供託額の内訳は次のとおりである。 

 

主たる事務所        2,110 ヶ所        1,266,000,000 円 

（内訳 新 規          2,036 ヶ所 

       継 続                 74 ヶ所) 

従たる事務所           388 ヶ所     116,400,000 円 

        （内訳 新 規           386 ヶ所 

継 続                  2 ヶ所) 

         認証不足額供託              11 回         106,197,672 円 

 

     供託一覧表は、表－３号のとおりである。 

        

 （２）平成３０年３月末日現在の供託金残高は、19,643,850,000 円である。 

内   訳  国  債（額 面） 17,248,400,000 円 

      現  金       2,395,450,000 円 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表－１号 

平成２９年度 地方本部別・原因別苦情処理表 

 

原

因 ロ

別 ｜ ロ

地 ン ｜

方 の ン

本 手 不

部 続 成

2

9

1 2

1

1 1
5

4 4 10
1

10

1 1 1
4

1
2

1
1 3 28

1

1
2
1

1

3

8

7 18 0 86

 

 
289 122 167

54

合　　　　　計

苦情受付件数 解 決 件 数 調　　停　　中

21 50 168 55 113 26

1

9 121 67合 計 25 0 7 5 1 27 2 5

1
11 11

沖 縄 県 1
1 1 2 1 1 3

1 0

鹿児島県

宮 崎 県 1
1 1 1

1 0

2 2
3 3大 分 県

2 2
0

熊 本 県

0
1 1 0

長 崎 県

佐 賀 県

2 2
2 0

0
0福 岡 県 1

1 1
3 3

高 知 県

2 2 2
0

愛 媛 県 2
香 川 県

3 3
1 2 2

0
0徳 島 県 1 1

0
0

山 口 県

0
0

広 島 県

岡 山 県

0
0

0
0島 根 県

0
1 1

鳥 取 県

0
0

和歌山県

奈 良 県

0 1
0

71 1 10
1 1兵 庫 県

2
1 1

大 阪 府 1 3
4 5 5

303 7 8 1 37
京 都 府 1

1
滋 賀 県

1 1
1 1 0

1 5
1三 重 県 1

0
2 4 2 2

愛 知 県

2 2 1
1 4 0

静 岡 県

岐 阜 県

0
0

0
0福 井 県

0
2 12 12

石 川 県

2 4 4
0

長 野 県 1 1
富 山 県

1 2 1 1
0

0
0新 潟 県 1

10 64
0

山 梨 県

19 25 5 20
0

神奈川県 1 1 2 1

5
東 京 都 8 1 1

2 1 11 11
98 56 3 1 14 523 13

31 1 5
1 6 1千 葉 県 2 4 2

0
0

埼 玉 県 1 1
0

2 3 1 1 3
群 馬 県

栃 木 県

0
1 1

31 2 5
0茨 城 県

0
0

福 島 県 1
0

4 1 1 3
山 形 県

3
秋 田 県

3 9 7 2 4
0

0
1 14 11宮 城 県 4 2

北 海 道

1 1
岩 手 県

0 1
0

1 31 1
青 森 県

停

等 付 決 中 付 決 中

立

の

解

除

そ

の

他

の

契

約

解

除

預

り

金

申

込

証

拠

金

等

の

返

還

違

約

金

支

払

手付

金の

返還

代金返還 履行遅延

渡

31

代支

金払

合 計

瑕

疵

担

保

瑕

疵

補

修

そ

の

他

民

事

上

の

紛

争

重

要

事

項

説

明

違

反

停

売　　買　　に　　係　　る　　苦　　情 媒介・代理に係る苦情

重

要

事

項

説

明

違

反

前

金

保

全

違

反

そ

の

他

説

明

義

務

違

反

合 計

記

引 受 解 調 受 解 調

報

酬

・

広

告

等

の

実

費

含

む

そ

の

他

登



 

 

表－２号 

平成２９年度 取引・苦情処理業務指導者研修会 実施状況表 
【敬称略】 

地 区 日時及び会場 講  師 演習テーマ 講演テーマ 受講者数

北 海 道 

東   北 

（合同） 

平成29年11月1日(水) 

14：00～18：00 

宮城県仙台市 

ホテル法華クラブ仙台 

札幌・石川法律事務所 

弁護士 石川 和弘 

各弁護士による、判

例に基づく不動産

取引に係る演習問

題 

空き家対策と共

有物分割他 
54名 

関   東 

平成30年2月22日(金) 

13：30～17：30 

東京都千代田区 

グランドアーク半蔵門 

今井法律事務所 

弁護士 今井 克治 

民法改正に宅建

業者として備え

る 

79名 

中部・北陸 

平成29年11月27日(月) 

13：30～17：30 

愛知県名古屋市 

キャッスルプラザ 

今井法律事務所 

弁護士 今井 克治 

弁済業務の実務

について 
62名 

近   畿 

平成29年11月6日（月） 

13：30～17：30 

大阪府大阪市 

ホテルモントレグラスミア大阪 

渡辺・玉村法律事務所 

弁護士 玉村  匡 

民法改正と瑕疵

担保責任 
69名 

中   国 

平成29年12月18日(月) 

13：30～17：30 

広島県広島市 

広島ガーデンパレス 

三﨑法律事務所 

弁護士 三﨑 和也 

家族信託につい

て 

 
41名 

四   国 

平成29年12月14日(木) 

13：30～17：30 

香川県高松市 

ＪＲホテルクレメント高松 

田所法律事務所 

弁護士 重松 大輔 

改正民法に関す

る注意事項 
33名 

九州・沖縄 

平成29年11月17日(金) 

13：30～17：30 

鹿児島県鹿児島市 

TKPガーデンシティ鹿児島中央 

南日本総合法律事務所 

弁護士 西 達也 

破産手続と不動

産業務 
65名 

 

   

    〇 研修形式   ：第一部 保証協会役員による講演 「保証協会の業務と現況について」 

            第二部 グループ別ゼミナール演習と全体での事例研究 

            第三部 講演 

 

〇 受講対象者：無料相談委員（全日） 取引相談委員 副管理役（保証） 

         本部長 事務局担当者（全日・保証） 

   

 



 

 

表－３号 

平成２９年度 弁済業務保証金供託一覧表 

 

(単位:円)

供　託 認証不足額
年月日 社数 金　額 所数 金　額 供　　　　託

4月6日 71 42,600,000 16 4,800,000 47,400,000

4月13日 24 14,400,000 2 600,000 15,000,000

4月20日 34 20,400,000 5 1,500,000 21,900,000

4月27日 41 24,600,000 20 6,000,000 18,593,394 49,193,394

5月11日 62 37,200,000 6 1,800,000 39,000,000

5月18日 45 27,000,000 5 1,500,000 28,500,000

5月25日 43 25,800,000 8 2,400,000 28,200,000

6月1日 71 42,600,000 5 1,500,000 44,100,000

6月8日 60 36,000,000 10 3,000,000 12,021,460 51,021,460

6月15日 39 23,400,000 3 900,000 24,300,000

6月22日 44 26,400,000 9 2,700,000 29,100,000

6月29日 46 27,600,000 7 2,100,000 29,700,000

7月6日 70 42,000,000 16 4,800,000 7,004,000 53,804,000

7月13日 36 21,600,000 9 2,700,000 24,300,000

7月20日 32 19,200,000 9 2,700,000 21,900,000

7月27日 30 18,000,000 8 2,400,000 20,400,000

8月3日 55 33,000,000 7 2,100,000 1,175,028 36,275,028

8月10日 22 13,200,000 3 900,000 14,100,000

8月17日 42 25,200,000 8 2,400,000 27,600,000

8月24日 33 19,800,000 5 1,500,000 21,300,000

8月31日 37 22,200,000 10 3,000,000 25,200,000

9月7日 64 38,400,000 5 1,500,000 6,971,000 46,871,000

9月14日 30 18,000,000 4 1,200,000 19,200,000

9月21日 44 26,400,000 10 3,000,000 29,400,000

9月28日 44 26,400,000 19 5,700,000 32,100,000

10月5日 62 37,200,000 7 2,100,000 19,313,496 58,613,496

10月12日 31 18,600,000 7 2,100,000 20,700,000

10月19日 36 21,600,000 5 1,500,000 23,100,000

10月26日 32 19,200,000 3 900,000 20,100,000

11月2日 74 44,400,000 11 3,300,000 5,164,740 52,864,740

11月9日 25 15,000,000 11 3,300,000 18,300,000

11月16日 36 21,600,000 1 300,000 21,900,000

11月24日 25 15,000,000 5 1,500,000 16,500,000

11月30日 44 26,400,000 14 4,200,000 1,500,000 32,100,000

12月7日 42 25,200,000 13 3,900,000 29,100,000

12月14日 37 22,200,000 4 1,200,000 23,400,000

12月21日 40 24,000,000 15 4,500,000 12,450,000 40,950,000

1月11日 55 33,000,000 8 2,400,000 35,400,000

1月18日 42 25,200,000 4 1,200,000 26,400,000

1月25日 33 19,800,000 18 5,400,000 25,200,000

2月1日 66 39,600,000 15 4,500,000 44,100,000

2月8日 36 21,600,000 4 1,200,000 14,440,120 37,240,120

2月15日 40 24,000,000 6 1,800,000 25,800,000

2月22日 39 23,400,000 8 2,400,000 25,800,000

3月1日 41 24,600,000 5 1,500,000 7,564,434 33,664,434

3月8日 52 31,200,000 3 900,000 32,100,000

3月15日 35 21,000,000 5 1,500,000 22,500,000

3月22日 15 9,000,000 1 300,000 9,300,000

3月29日 53 31,800,000 6 1,800,000 33,600,000

合　計 2,110 1,266,000,000 388 116,400,000 106,197,672 0 1,488,597,672

主たる事務所 従たる事務所
差替供託 合　　計



 

 

２．弁済業務保証金の還付等に関する事項 
 

  宅地建物取引業法第６４条の３第１項第３号に基づく「弁済業務」を次のとおり実施した。 

 

（１）平成２９年度の認証件数及び認証額は３１社５２件（認証請求訴訟分 2 社 2 件含む）、９８，

７４８，５２８円であり、前年同期と比較すると１３，６７８，２０７円の減少となった。また、

平成２９年度における一会員あたりの認証額は約３，２９１円となり、前年同期から１６７円の

減少となっている。 

認証事案に係る申出債権額の合計は１３５，７５４，３２４円であり、当該債権額に対する  

認証率は約７３％であった。 

 

①  認証事務の処理にあたっては、該当地方本部より上申された案件について、弁済委員会と

して厳正かつ、迅速な処理に努めた。なお、平成２９年度は、弁済委員会を９回開催した。 

②  認証審査にあたっては、弁護士等の専門家による適切な関与を図り、適宜必要な助言を求

めるなど、厳正かつ慎重審議に努めた。 

③  認証審査の適正な実施に努めるため、認証審査案件に係る取引関係者への必要な調査・  

確認等、地方本部取引相談委員会との連携を図った。 

④  認証結果は、該当地方本部を通じて、速やかに申出人に通知した。 

 

（２）中部・北陸地区及び九州・沖縄地区協議会に所属する地方本部を対象として、苦情処理実務及

び認証事務の向上、知識の習熟を目的とした弁済研修会を実施した。 

（平成 29年 11 月 16 日・九州・沖縄地区／平成 30年 3月 22 日・中部北陸地区） 

 

（３）取引紛争を未然防止する観点から、弁済業務の現況について、保証協会ホームページ会員専用

サイト上に認証案件の概要等を掲載した。 

 

（４）平成２９年度における認証関係の状況について 

認証の状況推移     表－４号    認証債権分類  表－７号 

開催日別認証明細    表－５号    地方本部別認証明細 表－８号 

弁済業務保証金還付状況 表－６号 

 

（５）認証会員の免許更新番号別による分類は、次のとおりである。 

平成２９年度において弁済事故を起こした会員は３１社であり、前年同期と比較すると１社減

少し、事故率（認証会員／全会員）は 0.10％となった。なお、弁済事故会員３１社のうち、免許

証番号(１)並びに免許証番号(２)の業歴の浅いないしは比較的浅い会員の占める割合が   

約３５％、免許証番号(３)、（４）の中堅業者の占める割合は３２％で両者を含めると全体の  

約６８％となった。また、業歴の長い会員による取引事故も認められた。 

 

平成２９年度 認証会員の免許証番号別分類（３１社） 
 

内   容 会員社数 割合（％） 内   容 会員社数 割合（％）

免許証番号（１） ３ ９.７％ 免許証番号（８） － － 

免許証番号（２） ８ ２５.８％ 免許証番号（９） － － 

免許証番号（３） ９ ２９.０％ 免許証番号（10） － － 

免許証番号（４） １ ３.２％ 免許証番号（11） － － 

免許証番号（５） ４ １２.９％ 免許証番号（12） － － 

免許証番号（６） １ ３.２％ 免許証番号（13） １ ３.２％

免許証番号（７） ４ １２.９％

※更新回数別会員事故率（事故会員／更新回数別会員数） 

免許証番号（１）0.03％ （２）0.13% （３）0.17% （４）0.03% （５）0.25% （６）0.07% 

（７）0.27%  （13）0.68% 



 

 

表－４号 

年度別 認証状況推移表 

 

22 社 33 件 3 社 4 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 1 件 2 社 2 件 2 社 2 件 3 社 3 件 1 社 6 件 37 社 54 件

4 社 4 件 4 社 4 件

1 社 2 件 1 社 2 件

16 社 26 件 1 社 1 件 17 社 27 件

2 社 2 件 2 社 2 件

1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 2 件

2 社 2 件 1 社 11 件 3 社 13 件

1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 2 件

3 社 7 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 1 件 1 社 1 件 8 社 12 件

81 社 131 件 2 社 2 件 4 社 5 件 1 社 2 件 3 社 3 件 1 社 2 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 1 件 96 社 149 件

48 社 70 件 9 社 18 件 4 社 5 件 2 社 2 件 3 社 4 件 4 社 4 件 2 社 5 件 3 社 3 件 3 社 5 件 78 社 116 件

247 社 525 件 20 社 28 件 21 社 28 件 17 社 22 件 20 社 31 件 30 社 45 件 23 社 29 件 19 社 33 件 8 社 13 件 6 社 16 件 411 社 770 件

92 社 158 件 3 社 3 件 9 社 11 件 3 社 3 件 4 社 4 件 4 社 7 件 1 社 1 件 2 社 3 件 4 社 4 件 122 社 194 件

1 社 1 件 1 社 1 件

1 社 1 社 1 社 1 件

2 社 2 件 2 社 2 件

14 社 17 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 2 件 17 社 21 件

4 社 5 件 4 社 5 件

30 社 45 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 3 件 1 社 1 件 37 社 53 件

13 社 14 件 6 社 6 件 4 社 5 件 2 社 4 件 3 社 3 件 1 社 1 件 29 社 33 件

1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 7 件 1 社 4 件 4 社 13 件

6 社 9 件 4 社 7 件 1 社 1 件 11 社 17 件

18 社 115 件 4 社 4 件 1 社 1 件 3 社 3 件 2 社 2 件 1 社 4 件 1 社 1 件 2 社 3 件 3 社 4 件 35 社 137 件

178 社 392 件 15 社 19 件 13 社 14 件 6 社 8 件 11 社 14 件 11 社 13 件 4 社 4 件 3 社 3 件 5 社 5 件 5 社 5 件 251 社 477 件

19 社 50 件 5 社 7 件 2 社 2 件 1 社 2 件 1 社 4 件 1 社 1 件 29 社 66 件

21 社 49 件 1 社 1 件 1 社 1 件 2 社 2 件 1 社 2 件 4 社 4 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 33 社 62 件

1 社 1 件 1 社 1 件

1 社 1 件 1 社 1 件

2 社 8 件 1 社 1 件 3 社 9 件

2 社 2 件 1 社 1 件 3 社 3 件

5 社 5 件 1 社 1 件 1 社 1 件 7 社 7 件

4 社 6 件 4 社 6 件

1 社 1 件 1 社 1 件

4 社 5 件 1 社 1 件 1 社 3 件 6 社 9 件

9 社 9 件 2 社 4 件 11 社 13 件

4 社 7 件 4 社 7 件

16 社 28 件 1 社 2 件 2 社 2 件 1 社 1 件 1 社 2 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 24 社 38 件

2 社 3 件 2 社 3 件

8 社 11 件 2 社 2 件 1 社 1 件 1 社 1 件 12 社 15 件

7 社 14 件 1 社 1 件 8 社 15 件

2 社 7 件 1 社 1 件 2 社 5 件 1 社 1 件 6 社 14 件

6 社 8 件 6 社 8 件

3 社 7 件 1 社 1 件 1 社 1 件 1 社 1 件 6 社 10 件

1 社 2 件 1 社 2 件

903 社 1783 件 75 社 110 件 62 社 77 件 52 社 64 件 55 社 79 件 61 社 86 件 43 社 59 件 30 社 46 件 32 社 42 件 31 社 52 件 1344 社 2398 件

認　　 証
申出件数

112,426,735

53

H28年度

1,500,000

1,713,600

3,730,000

23,256,466

400,000

1,550,000

8,210,547

13,975,000

33,723,031

2,480,000

6,750,000

宮 城 県

5,942,256

3,592,734

山 梨 県

栃 木 県

17,550,000 5,380,150

67,887,100

千 葉 県 741,042,876 44,701,301

Ｓ５３～Ｈ２０年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H29年度 合　計

北 海 道 75,595,840 15,707,500 1,450,000 138,410,72418,150,000 4,500,000 8,374,276 433,108 5,561,9098,638,091

岩 手 県 10,000,000

25,500,000

10,000,000

青 森 県 25,500,000

80,687,038 82,937,038

秋 田 県 8,000,000

2,250,000

山 形 県 690,000 360,000

8,000,000

1,050,000

群 馬 県 24,020,000 1,631,400 10,455,060 10,000,000

24,642,256福 島 県 18,700,000

10,114,039 835,292 2,200,000

47,656,460

3,992,734

13,197,540 848,996,198

埼 玉 県 1,383,872,129 3,396,858 15,470,000 601,000 7,026,584 150,000

4,313,553,446

2,300,000 450,000 1,421,477,118

神奈川県 1,643,822,887 7,870,406 37,964,537 12,517,450

32,985,194 69,938,667 137,924,422 100,005,871 88,495,163 15,537,380東 京 都 3,710,204,531 56,852,087

18,800,000新 潟 県

12,958,953 4,707,625 3,000,000 12,150,000 1,737,471,858

18,800,000

6,750,000

長 野 県 73,004,371 8,000,000 2,000,000

10,480,000富 山 県 10,480,000

10,000,000

14,009,420

761,900526,289 3,500,000

67,163,112 32,915,500

1,206,000 1,800,000 6,500,000

93,004,371

3,000,000

静 岡 県 627,999,269 642,293,458

岐 阜 県 14,009,420

三 重 県 750,000 126,000 1,234,472

7,087,925 6,011,850 7,100,000

1,654,260 3,764,732

愛 知 県 123,278,387

京 都 府 452,699,320 24,270,000 13,467,542 528,613,724

滋 賀 県 30,340,000 6,049,884

3,300,000 5,795,999 14,490,863 9,260,000 1,600,000

3,376,964,779

300,000 36,689,884

兵 庫 県 329,922,620 18,644,072 6,082,353 1,711,250

28,863,976 40,484,986 29,244,267 13,588,737 15,495,696 4,949,663大 阪 府 3,155,726,854 37,217,877 28,136,257

4,000,000 1,650,000 4,697,723 350,000 500,000 850,000 490,875,651

1,237,500 359,311,395

奈 良 県 461,827,928

和歌山県 8,700,000

16,000,000 1,000,000

鳥 取 県 9,214,814 9,214,814

8,700,000

4,000,000

岡 山 県 80,000,000 3,500,000

14,180,000

83,500,000

島 根 県 10,180,000

広 島 県 31,550,000 51,550,000

山 口 県 89,388,000

10,000,000 10,000,000

89,388,000

徳 島 県 3,000,000

32,888,8409,425,000575,000

3,000,000

高 知 県 11,211,800

愛 媛 県 45,243,000 16,000,000

香 川 県 22,888,840

600,000 500,000

61,243,000

11,211,800

6,000,000 5,500,000福 岡 県 103,755,913 1,194,083 9,800,000 128,849,996

10,000,000 127,900,829長 崎 県 100,027,680 17,500,000 373,149

12,615,500佐 賀 県 12,615,500

150,495,816

大 分 県 16,720,000

熊 本 県 149,895,816 600,000

41,420,000

24,670,000

15,000,000 6,700,000 3,000,000

鹿児島県 14,466,667 1,709,605 2,240,000

24,670,000

6,000,000 24,416,272

宮 崎 県

2,000,000

合　計 15,827,379,170 273,912,945

沖 縄 県 2,000,000

2,127 123 97 75 77

210,760,286 150,776,977 186,522,450

104 74 54 60 2,844

98,748,528 17,384,761,445240,512,440 154,069,155 129,652,759



 

 

表－５号 

平成２９年度 開催日別認証明細表 
                                                                                 （単位：円） 

回数 弁済委員会 会員社数 件数 申 出 債 権 額 認  証  額 

１   ４月２５日  ３  ６ １，２０８，９８４ １，１７５，０２８

２   ６月２６日  ５  ５ ２０，６２０，９４７ １８，９５５，９４７

３ ７月２４日  ７ １７ １９，２６４，０４２ １３，５０５，２８９

４   ８月２５日  １  １ １，４８８，０００ １，４８８，０００

５ ９月２７日  ３  ３ １２，８００，０００ １２，４５０，０００

６ １１月１６日  ４  ８ ４１，００２，６５７ １５，８６７，６２０

７ １２月２２日  ４  ４ ６，１３６，９３４ ６，１３６，９３４

８ ２月７日  １  ３ １１，６７２，１７０ １１，６７２，１７０

９ ３月２２日  ３  ５ ２１，５６０，５９０ １７，４９７，５４０

合   計 ３１ ５２  １３５，７５４，３２４ ９８，７４８，５２８

※同一会員に対する認証が発生したものについては、１社として計算 

※認証申出債権額は、認証事案に係る申出額。 

※8 月 25 日 ・2 月 7 日認証請求訴訟による 2 社 2件 認証額 11,488,000 円を含む 
 

表－６号      平成２９年度 弁済業務保証金還付状況一覧表 
                                （単位：円） 

還付日 還付件数 還 付 額 

 ４月１９日 １ ３５０，５００

 ４月２４日 ３   １１，６７０，９６０

 ４月２８日 ２ ２５４，０００

 ５月１７日 １ ６，７５０，０００

 ６月１３日 ３ ５４１，５２８

 ６月２０日 ２ ４６６，１００

 ６月２７日 １ １６７，４００

 ７月２０日 １ １，４８８，０００

 ７月２６日 ３ ５，４８３，０００

 ８月 １日 １ ３，９３９，２５５

 ８月 ７日 １ ９，５３３，６９２

 ８月２２日 ３ ３，５６０，７５０

 ８月２８日 ５ ２，２７９，７９９

 ９月 ６日 ４ ３，９３５，０００

 ９月１５日 ２ ８２３，０６０

 ９月２０日 １ ４０６，６８０

１０月 ３日 １ １，５００，０００

１１月 １日 ２ １０，１５０，０００

１１月 ８日 １ ２，３００，０００

１２月１２日 ３ ５，３０５，７２０

１２月２０日 ２ ６３４，４００

１２月２５日 １ ８，５００，０００

 １月 ９日 １ １，２３７，５００

 １月１７日 ４ １，９３４，２００

 １月２４日 ３ ４，３９２，７３４

 ３月 １日 １ １０，０００，０００

合  計 ５３ ９７，６０４，２７８



 

 

表－７号 

平成２９年度 認証債権分類表 

 
 

 
表－８号 

平成２９年度 地方本部別認証明細表 
（単位：円） 

地方本部 会員社数 件数 認  証  金  額  

北 海 道 １ ６ ５ ， ５ ６ １ ， ９ ０ ９

栃 木 県 １ １ ３ ， ５ ９ ２ ， ７ ３ ４

埼 玉 県 １ １ ４ ５ ０ ， ０ ０ ０

千 葉 県 ３ ５ １ ３ ， １ ９ ７ ， ５ ４ ０

東 京 都 ６ １６ １ ５ ， ５ ３ ７ ， ３ ８ ０

神 奈 川 県 ４ ４ １ ２ ， １ ５ ０ ， ０ ０ ０

三 重 県 １ ４ １ ， ６ ５ ４ ， ２ ６ ０

滋 賀 県 １ １ ３ ０ ０ ， ０ ０ ０

京 都 府 ３ ４ １ ３ ， ４ ６ ７ ， ５ ４ ２

大 阪 府 ５ ５ ４ ， ９ ４ ９ ， ６ ６ ３

兵 庫 県 1 1 １ ， ２ ３ ７ ， ５ ０ ０

奈 良 県 １ １ ８ ５ ０ ， ０ ０ ０

広 島 県 １ １ １ ０ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０

福 岡 県 １ １ ９ ， ８ ０ ０ ， ０ ０ ０

鹿 児 島 県 1 1 ６ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０

合  計 ３１ ５２ ９ ８ ， ７ ４ ８ ， ５ ２ ８

 

 

⑴ 返還請求権

①

②

③

④

⑤

⑥

⑵ 代金等の支払請求権

⑶ 代金等の引渡請求権

⑷ 損害賠償請求権

①

②

③

④

⑸ その他

※ （内訳）の割合についても合計の件数に占める割合を表示

合計 52 100%

瑕疵担保 2 4%

調査・説明義務違反 3 6%

その他 9 17%

0 0%

14 27%

（内訳） 違約金 0 0%

2 4%

不当利得金 4 8%

報酬 1 2%

その他 4 8%

1 2%

代金全額 1 2%

賃貸借に係る金銭 16 31%

（内訳） 手付金等 9 17%

認証債権の主な分類 件数 割合

35 67%



 

 

３．弁済業務保証金の取戻しに関する事項 

 

弁済業務保証金の取戻しについては、宅地建物取引業法第６４条の１１第４項の規定に基づく 

官報公告を行うとともに所定の手続きを経て東京法務局より取戻しを行った。 

取戻等一覧表は表－９号のとおりであり、地方本部から弁済業務保証金分担金返還状況報告書の

提出を求め状況把握に努めた。主たる事務所の取戻事由分類は次のとおりである。 

 

平成２９年度 取戻事由分類 
 廃 業 消  除 他協会加入 その他 合  計 

件 数 

８３０ ２７１ １３ １４７ 

１，２６１
(65.8%) (21.5%) (1.0%) (11.7%) 

 

表－９号 

平成２９年度  弁済業務保証金取戻等一覧表 

 

(単位:円)

主たる事務所 従たる事務所 退会に伴う 差替供託 内　　　容

社　数 所　数 取　　　戻 取　　戻 総　合　計

4月7日 38 10 25,800,000 25,800,000

4月19日 350,500 350,500

4月24日 39 9 26,100,000 11,670,960 37,770,960

4月28日 254,000 254,000

5月9日 39 6 25,200,000 25,200,000

5月17日 6,750,000 6,750,000

5月22日 43 11 29,100,000 29,100,000

6月7日 42 9 27,900,000 27,900,000

6月13日 541,528 541,528

6月20日 466,100 466,100

6月21日 40 6 25,800,000 25,800,000

6月27日 167,400 167,400

7月13日 65 14 43,200,000 43,200,000

7月20日 1,488,000 1,488,000

7月26日 5,483,000 5,483,000

7月27日 160 13 99,900,000 99,900,000

8月1日 3,939,255 3,939,255

8月7日 9,533,692 9,533,692

8月10日 42 13 29,100,000 29,100,000

8月22日 3,560,750 3,560,750

8月24日 41 7 26,700,000 26,700,000

8月28日 2,279,799 2,279,799

9月6日 3,935,000 3,935,000

9月11日 41 13 28,500,000 28,500,000

9月15日 823,060 823,060

9月20日 406,680 406,680

9月26日 62 46 51,000,000 51,000,000

10月3日 1,500,000 1,500,000

10月10日 62 5 38,700,000 38,700,000

10月23日 116 8 72,000,000 72,000,000

11月1日 10,150,000 10,150,000

11月8日 2,300,000 2,300,000

11月13日 109 18 70,800,000 70,800,000

11月27日 43 6 27,600,000 27,600,000

12月8日 29 10 20,400,000 20,400,000

12月12日 5,305,720 5,305,720

12月20日 634,400 634,400

12月25日 44 6 28,200,000 8,500,000 36,700,000

1月9日 1,237,500 1,237,500

1月12日 27 10 19,200,000 19,200,000

1月17日 1,934,200 1,934,200

1月22日 44 9 29,100,000 29,100,000

1月24日 4,392,734 4,392,734

2月8日 44 12 30,000,000 30,000,000

2月23日 29 2 18,000,000 18,000,000

3月1日 10,000,000 10,000,000

3月6日 30 10 21,000,000 21,000,000

3月22日 32 13 23,100,000 23,100,000

合　　計 1,261 266 836,400,000 97,604,278 0 934,004,278

取戻月日 弁済還付金



 

 

４．弁済業務保証金準備金に関する事項 

 

宅地建物取引業法第６４条の１２第２項の規定に基づき、準備金に繰り入れた供託金利息は、 

２３９，９６５，３０８円、準備金より弁済還付に係る不足額供託に充当した金額は、 

１０６，１９７，６７２円、平成３０年３月３１日現在の準備金残高は、 

３，８０４，５１５，４０１円であった。 

 

５．特別弁済業務保証金分担金の納付に関する事項 

 

宅地建物取引業法第６４条の１２第３項に該当する標記分担金は徴収していない。 

 

 

６．分担金返還請求権の差押に関する事項 

 
平成２９年度の弁済業務保証金分担金返還請求権に係る債権差押通知書の受理状況は、

次のとおりである。 
なお、一般民事債権による差押は３８件であった。  

 
地方本部別 分担金返還請求権差押件数 

平成３０年３月３１日現在 

地方本部 件  数 地方本部 件  数 

北 海 道 １０ 滋 賀 県 ５ 

青 森 県 ２ 京 都 府 １４ 

岩 手 県  大 阪 府 ９５ 

宮 城 県 １０ 兵 庫 県 ２５ 

秋 田 県 １ 奈 良 県 ９ 

山 形 県   和 歌 山 県 ６ 

福 島 県 １ 鳥 取 県   

茨 城 県 ３ 島 根 県   

栃 木 県 ４ 岡 山 県 ６ 

群 馬 県 ２ 広 島 県 ６ 

埼 玉 県 ２４ 山 口 県 ４ 

千 葉 県 １７ 徳 島 県   

東 京 都 １９５ 香 川 県   

神 奈 川 県 ３８ 愛 媛 県 ３ 

山 梨 県   高 知 県   

新 潟 県 １ 福 岡 県 ７ 

富 山 県   佐 賀 県   

長 野 県 ２ 長 崎 県 ３ 

石 川 県  熊 本 県 １ 

福 井  県 １ 大 分 県 １ 

岐  阜  県 ２ 宮 崎 県   

静 岡 県 １０ 鹿 児 島 県   

愛 知 県 １０ 沖 縄 県 １ 

三 重 県 ２    

合  計 ５２１件(うち、一般民事債権に伴う差押  ３８件) 



 

 

○求償業務（還付充当金に関する事項） 

宅地建物取引業法第６４条の１０の規定に基づき、還付充当金納付請求等諸手続を次のとおり行っ

た。 

 

（１）求償債務者及び連帯保証人に対し、速やかに還付充当金納付請求手続きを行った。 

 

（２）弁済還付対象会員に対し還付充当金納付請求通知を行い、還付充当金の期限内全額納付は 

２社１，１９０，０００円であった。 

 

（３）平成２９年度における求償債権の回収額は、２２，２３７，８０４円であり、弁済認証額に

対する求償債権回収率は約２２．５％であった。 

 

求償債権の回収状況推移表は、表－１０号（１）（２）のとおりである。 

なお、認証会員のうち資格喪失者からの回収状況については、回収額（弁済業務保証金分担

金からの充当は除く）は６，７６５，０００円、弁済業務保証金分担金を求償債権に充当した

額は１４，２８２，８０４円であり、詳細は次の表のとおりである。 

 

 

表－１０号（１） 

認証会員からの求償状況一覧 

 
 

 

 

 

 

 

 

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

金額(円)
認証額に
対する回
収率

認証額 240,512,440 － 154,069,155 － 129,652,759 － 112,426,735 － 98,748,528 －

12,447,143 5.2% 10,607,451 6.9% 13,296,749 10.3% 4,850,000 4.3% 1,190,000 1.2%

3件  10件  4件  3件  ２件 

認証会員のうち資格喪失者か
らの回収額

17,845,289 7.4% 12,941,914 8.4% 11,513,826 8.9% 8,051,865 7.2% 6,765,000 6.9%

認証会員のうち資格喪失者の
分担金相殺額

28,473,086 11.8% 18,320,553 11.9% 17,821,003 13.7% 9,672,006 8.6% 14,282,804 14.5%

求償債権回収計 58,765,518 24.4% 41,869,918 27.2% 42,631,578 32.9% 22,573,871 20.1% 22,237,804 22.5%

　期限内還付充当金納付額
（※金額欄下段の数値については期限

内納付件数を示す）

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度



 

 

表－１０号（２） 

地方本部別 求償状況推移表 

 

（単位：円）
H20～29年度

1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 2 社 1 社 1 社

1 社

1 社

1 社 1 社

1 社

1 社 1 社 2 社 3 社 2 社 3 社 2 社 2 社 3 社 2 社

1 社 1 社 1 社 2 社 2 社 2 社 1 社 1 社 2 社

4 社 4 社 8 社 8 社 6 社 6 社 13 社 16 社 12 社 10 社

2 社 2 社 3 社 5 社 3 社 2 社 2 社 2 社 1 社

1 社

30,000
1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社

52,200

1 社 1 社 1 社 1 社 1 社

1 社 2 社 1 社

1 社

1 社 2 社 2 社 3 社 2 社 3 社 2 社 2 社 3 社 1 社

13 社 14 社 17 社 16 社 15 社 16 社 14 社 14 社 13 社 15 社

1 社 1 社 1 社

2 社 1 社 2 社 2 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社

1 社 1 社 1 社

10,000
1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社

1 社

2 社 3 社 3 社 2 社

1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 1 社 2 社 2 社 2 社

1 社

1 社

27 社 37 社 43 社 45 社 38 社 37 社 40 社 45 社 44 社 38 社

弁済業務保証金
分担金相殺金額

山梨県
30,000 30,000            

91,000

240,00060,000 3,236,284         60,000 160,000

200,000

長崎県

福岡県

愛媛県

広島県

鳥取県

大阪府

42,631,578 22,573,871

23,549,365 24,810,575 12,901,865 7,955,000

14,282,804

22,237,804

300,000

300,000

2,434,000

100,000

1,641,416 1,448,863

424,945,132

※多年度にわたる求償債務者のうち同一のものは、１社として計算。弁済業務保証金分担金については１１年度分より含む。

203,302,906

総合計 452,770,765 33,704,220 42,134,327 73,638,642 51,004,410 36,384,844 877,715,89758,765,518

14,911,074 28,473,086 18,320,553 17,821,003 9,672,006 407,663,535204,360,629 21,876,505 22,837,918 35,949,686 19,158,271

41,869,918

鹿児島県 1,709,6051,709,605

221,642,226248,410,136 11,827,715 19,296,409 37,688,956 31,846,139 21,473,770 30,292,432 470,052,362

1,709,605         

合　　計

熊本県
7,425,954 7,425,954         

大分県

宮崎県
1,170,000 1,170,000         

2,870,000366,284 1,700,000 30,000 60,000 60,000

33,814106,000 33,814 139,814           

500,000

7,951,41620,570,636 28,522,052       2,160,000 2,220,000 2,290,000 1,281,416

830,000 830,000           

高知県
30,000 30,000            

3,000,000 3,000,000         

1,620,0003,300,000

香川県 575,000575,000 575,000           

720,000 240,000120,000 180,000 180,000 120,000 60,000 4,920,000         

徳島県

8,567,239 8,567,239         

島根県 211,00080,000 40,000 221,000           

1,810,000 4,300,000 120,000 3,729,139

5,000,000         

120,000 120,000 120,000 11,159,139       610,000

5,000,000

76,700,321       1,645,000

130,000

兵庫県 6,079,7875,600,000 17,434 5,862,353

和歌山県

11,679,787       

奈良県 9,349,139

京都府

31,620,82645,079,495 4,029,881 4,143,943 10,066,723 2,072,000 1,703,000 2,436,000

6,582,279 380,000 2,080,000 597,386 36,427,729       23,090,45113,337,278 390,000 1,005,000 660,000 10,561,416 534,370

愛知県 7,200,0005,398,000 2,500,000 1,700,000

滋賀県 111,416111,416 111,416           

3,000,000 12,598,000       

三重県 0750,000           

458,627 1,206,000

750,000

岐阜県
2,100,000 2,100,000         

静岡県 2,194,6271,471,947 80,000 3,666,574         150,000

富山県
233,028 233,028           

長野県
6,500,000 6,500,000         

新潟県 553,927208,800 208,800 72,200 15,000 3,000 10,000 36,127 606,127           

神奈川県
2,000 36,697,343       220,000

東京都

15,544,14621,153,197 2,404,034 1,018,000 522,536 8,243,984 81,592 48,000 3,004,000

3,710,000 85,484,15150,504,008 605,000 530,000 15,699,144 15,985,616 4,028,616 135,988,159     20,359,347 16,976,5513,264,600 4,325,277

120,000

10,000,00010,000,000 10,000,000       

506,806 250,000

60,000 30,000

240,000 1,940,000 18,789,599       

6,335,394         

4,435,390

1,927,407

220,000

70,000

130,000

群馬県

4,407,987 25,000 55,000 60,000 1,447,407 60,000
千葉県

埼玉県
14,354,209 130,000 120,000 125,000 773,584

宮城県
6,927,000

46,00016,000 30,000 46,000            

6,927,000         

360,000360,000           

福島県

山形県
360,000

1,000,000 1,000,000         

岩手県

２７年度 ２８年度 合　　　計

北海道
25,134,798       

２９年度

秋田県

240,000

865,000865,000 865,000           

7,779,12417,355,674 500,000 800,000 800,000 879,124 40,000 240,000 4,040,000 240,000

Ｓ60～Ｈ１9年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度



 

 

ⅱ．宅地建物取引業に関する研修事業  

 

○教育研修（法定研修）業務 

宅地建物取引業法第６４条の３第１項第２号に基づく「研修業務」を、次のとおり実施した。 

 

（１）代表者、宅地建物取引士その他宅地建物取引業の業務に従事し、又は従事しようとする者に対

する必要な知識及び能力の向上を図り、もって、消費者の利益を保護するとともに宅地建物取引

業の適正な運営と取引の公正を確保し、不動産取引事故の未然防止に貢献するため、研修会実施

要綱に基づき、各地方本部を通じて法定研修会として一般研修会（地方本部周年事業等含む）及

び特別研修会を実施した。 

実施した法定研修会の回数は３０８回、うち一般研修会は２８５回、特別研修会は２３回で

あった。 

なお、平成２９年度の法定研修会実施状況は、表－１１号のとおりである。 

 

（２）広く受講者を募集するため、当協会ホームページにおいて、開催日時や研修内容等を掲載した。 

 

（３）地方本部毎に実施している法定研修会において、その受講者に交付する平成２９年度法定研修

会研修済証を作製し配布した。 

 

（４）（公社）全日本不動産協会と合同で「平成２９年度版不動産業実務テキスト」を作成し、地方

本部を通じ新規入会者に配付した。 

 

（５）次の地方本部については、総本部より法定研修会講師を派遣して法定研修会を実施した。 

  
岩手県本部 山形県本部 茨城県本部 山梨県本部 富山県本部 石川県本部 

福井県本部 岐阜県本部 鳥取県本部 島根県本部 山口県本部 徳島県本部 

香川県本部 高知県本部 宮崎県本部 鹿児島県本部   

 

（６）研修用ＤＶＤの活用を図り、次の地方本部において会員への効率的な視聴覚教育を実施した。 

 

青森県本部 宮城県本部 三重県本部 奈良県本部 大阪府本部 山口県本部 

佐賀県本部      

 

また、視聴覚教育の充実を図るため、当協会ホームページにて研修用ＤＶＤ貸出の告知を行い、

会員にも無料で貸出を行った。 

利用した会員は、次の地方本部所属の各会員である。 

 

北海道本部 青森県本部 宮城県本部 秋田県本部 福島県本部 埼玉県本部 

千葉県本部 東京都本部 神奈川県本部 山梨県本部 新潟県本部 富山県本部 

福井県本部 静岡県本部 愛知県本部 三重県本部 大阪府本部 兵庫県本部 

奈良県本部 和歌山県本部 鳥取県本部 岡山県本部 広島県本部 山口県本部 

徳島県本部 福岡県本部 佐賀県本部 熊本県本部 大分県本部 鹿児島県本部

沖縄県本部      

 

なお、特に貸出回数の多かったＤＶＤの貸出状況は、次のとおりである。 

 

平成２９年度 ＤＶＤ貸出状況表 

 № タイトル（収録内容） 貸出回数 

１２６ 売買仲介実務のポイント検証！瑕疵担保責任 ３５回 

１３２ 売買仲介地積調査のポイント ３４回 

１３４ 契約関連業務 トラブル未然防止のポイント ３１回 



 

 

セレクション６ 様々なトラブル事例から解決・防止策を探る！ ４８回 

セレクション５ 土地・戸建・マンションの現地調査のポイントを検証！ ４４回 
セレクション７ 物件別に仲介実務のポイントを解説！ ２７回 

 

表－１１号 

平成２９年度 法定研修会実施状況表 

 

本部名

一般7/25 道南ブロック一般　7/28 道央ブロック一般　9/7 一般　10/17 道南ブロック一般　10/17 道央ブロック　10/17 北見地区部会一般　10/17 釧路地区一般　10/17

上川・宗谷地区一般　10/17 一般　12/12 道央ブロック一般　1/19 一般　2/8 道南ブロック一般　2/8 道央ブロック一般　2/8 北見地区部会一般　2/8 釧路地区一般　2/8

上川・宗谷地区一般　2/8 後志地区一般　2/8 帯広地区一般　2/8

青森地区一般　7/18 八戸地区一般　7/19 弘前地区一般　7/21 一般　9/25 青森地区一般　11/13 弘前地区一般　11/17 八戸地区一般　11/21 八戸地区一般　2/13

青森地区一般　2/14 弘前地区一般　2/16

岩手県 一般　7/19 一般　9/14 一般　12/8 一般　2/7

宮城県 一般　7/4 一般　9/5 一般　11/7 一般　2/6

秋田県 一般　7/13 一般　9/7 一般　12/14 一般　2/27

山形県 一般　7/31 一般　9/21 一般　11/29

福島県 一般　6/6 一般　9/28 一般　12/8 一般　3/9

茨城県 一般　9/28 一般　2/1

栃木県 一般　7/6 一般　9/5 一般　11/29 一般　2/7

群馬県 一般　6/29 特別　9/12 一般　12/6 一般　2/9

所沢地区一般　4/17 越谷地区一般　4/18 大宮地区一般　4/19 県北地区一般　5/12 浦和地区一般　6/8 川越地区一般6/22 一般　8/3 一般　9/15

越谷地区一般　11/6 浦和地区一般　11/8 県北地区一般　11/13 川越地区一般　11/27 所沢地区一般　11/30 大宮地区一般　12/26 一般　2/1

千葉県 一般　7/4 一般　12/12

特別　4/14 多摩西支部一般　4/18 中野・杉並支部一般　4/24 多摩北支部一般　4/24 渋谷支部一般　4/26 城北支部一般　4/26 多摩東支部一般　4/27 多摩中央支部一般　4/27

城東第二支部一般　6/13 新宿支部一般　7/4 江戸川支部一般　7/4 城南支部一般　7/4 第五地区協議会一般　7/4 城南支部一般　7/6 中央支部一般　7/6 世田谷支部一般　7/7

千代田支部一般　7/11 城東第一支部一般　7/13 豊島・文京支部一般　7/21 特別　8/3 練馬支部一般　8/8 港支部一般　8/23 多摩中央支部一般　8/28 一般　9/13

城北支部一般　9/21 城東第二支部一般　10/26 新宿支部一般　11/6 世田谷支部　11/16 多摩西支部一般　11/16 町田支部一般　11/16 多摩東支部一般　11/21 千代田支部一般　11/22

城東第一支部一般　11/22 特別　11/27 港支部一般　11/28 多摩南支部一般　11/28 城南支部一般　11/29 江戸川支部一般　12/5 中央支部一般　12/6 城北支部一般　12/7

渋谷支部一般　12/7 第四地区協議会一般　12/11 一般　12/14 中野・杉並支部一般　12/18 豊島・文京支部一般　1/17 多摩北支部一般　1/23 多摩東支部一般　1/23 町田支部一般　1/25

第一地区協議会一般　2/1 多摩南支部一般　2/6 練馬支部一般　2/13 第二地区協議会一般　2/23 多摩中央支部一般　3/6 多摩西支部一般　3/12 第三地区協議会一般　3/13 一般　3/16

神奈川県 川崎支部一般　6/6 西湘・湘南支部一般　6/13 県央・相模原支部一般　6/26 横浜・横須賀支部一般　7/18

山梨県 一般　6/13 一般　9/28 一般　12/4 一般　2/13

新潟県 一般　7/12 一般　10/4 一般　12/21 一般　2/9

富山県 一般　5/18 一般　7/6 一般　11/14 一般　1/18

長野県 一般　9/21 一般　9/22 一般　12/11 一般　12/12 一般　3/26 一般　3/27

石川県 一般　7/25 一般　9/26 一般　12/1 一般　1/24

福井県 一般　7/18 一般　9/12 一般　10/17 一般　2/21

岐阜県 一般　7/5 一般　9/6 一般　11/1 一般　2/7

静岡県 一般　7/10 一般　7/20 一般　7/25 特別　8/25 一般　1/17 一般　1/29 一般　2/16

愛知県 一般　6/30 一般　11/29 一般　1/22

三重県 一般　5/16 一般　8/8 一般　8/29 一般　11/8 一般　2/1 特別　3/15 一般　3/27

滋賀県 一般　6/9 一般　9/15 一般　11/17 一般　2/15

京都府 一般　6/15 一般　7/21 一般　9/7 一般　12/14 一般　2/22 一般　3/19

特別　4/24 特別　5/22 特別　6/26 特別　7/24 特別　8/24 特別　9/25

特別　10/26 特別　11/21 特別　12/18 特別　1/25 特別　2/26 特別　3/22

一般　7/3 一般　7/7 一般　7/18 一般　9/4 一般　9/8 一般　9/15 一般　11/13 一般　11/17

一般　11/21 一般　1/30

奈良県 一般　7/14 一般　9/22 一般　12/1

和歌山県 一般　5/23 一般7/27 一般　9/14 一般　12/7

鳥取県 一般　7/26 一般　9/5 一般　12/14 一般　2/15

島根県 一般　9/5 石見地区一般　9/6 一般　11/17 一般　12/15 一般　2/26

岡山県 一般　6/9 一般　9/4 特別　11/20 一般　12/8 一般　2/9

広島県 西部地区一般　8/8 東部地区一般　8/10 西部地区一般　10/11 東部地区一般　10/12 一般　1/26 一般　3/5 一般　3/6

山口県 一般　8/3 一般　10/12 一般　12/12 一般　2/26

徳島県 一般　7/28 一般　9/12 一般　11/7 一般　2/16

香川県 一般　8/31 一般　10/24 一般　2/4 一般　2/26

愛媛県 一般　8/30 一般　8/31 一般　12/5 一般　2/27

高知県 一般　8/23 一般　9/12 一般　12/12 一般　2/21

一般　5/24 特別　8/25 一般　9/21 筑豊地区一般　10/5 筑後地区一般　10/6 北九州地区一般　10/11　 福岡地区一般　10/12 一般　1/23

特別　2/7 北九州地区一般　2/15 特別　3/15

佐賀県 一般　5/16 一般　8/25 一般　11/28 一般　2/8

長崎県 一般　5/26 特別　7/18 一般　8/10 一般　11/13 一般　2/2

熊本県 一般　5/2 一般　8/3 一般　11/20 一般　1/15

大分県 一般　5/17 一般　8/3 一般　11/16 一般　2/8 一般　2/9

宮崎県 一般　5/8 一般　8/2 一般　11/30 一般　1/11

鹿児島県 一般　5/11 一般　7/14 一般　12/12 一般　2/21

沖縄県 一般　6/29 一般　8/15 一般　11/10 一般　1/23

埼玉県

開　　　　　催　　　　　日

北海道

青森県

兵庫県

福岡県

東京都

県下統一一般　8/22～9/4 県下統一一般　1/26～2/8

大阪府

一般　6/2～6/27

一般　9/1～9/28

一般　11/27～12/14



 

 

ⅲ．その他宅地建物取引業に係る取引に関する紛争の予防又は解決に資する事業 

 

○一般保証業務 

 宅地建物取引業法第６４条の３第２項に基づく「一般保証業務」を、次のとおり実施した。 

 

（１）平成２９年度における保証証書の発行状況は、次の表のとおりである。 

 

平成２９年度 一般保証 保証証書発行状況 
 

地方本部 
利 用

会員数

保証証書 

発行件数 

会員の 

取引態様
被保全者 保全対象 保証受託額 

（単位：円）

宮 城 県 ２ ４ 売主 買主 手付金 3,600,000

埼 玉 県 １ １ 売主 買主 手付金 500,000

東 京 都 １ １ 売主 買主 手付金 5,000,000

神奈川県 １ １ 売主 買主 手付金 1,000,000

山 梨 県 １ １ 売主 買主 手付金 300,000

静 岡 県 １ ２ 売主 買主 手付金 1,000,000

大 阪 府 １ ５ 売主 買主 手付金 5,000,000

兵 庫 県 １ １ 売主 買主 手付金 2,650,000

合 計 ９ １６    19,050,000

 

（２）平成２９年度における保証金の請求又は支払いはなかった。 

 

（３）協会ホームページ及び月刊不動産を通じ当制度の周知及び啓発に努めるとともに、パンフレッ

トを配布し当制度を案内した。 

また、当該制度の社会的認知度の向上を目的とし、郵便局が実施している企業広告制度を利用

して、各都道府県の主要郵便局内に一般保証制度のパンフレットを設置した。 

 

（４）当制度の周知を図るため制度名を印字したウェットティッシュを製作し、地方本部で実施する

法定研修会等において配布した。 

 

（５）一般保証制度の利用促進を目的に昨年度より実施している登録制に登録したすべての会員へス

テッカーと店内掲示用の登録済証を発行した。 

 

（６）地方本部で実施する法定研修会等の研修会において、一般保証制度についての説明を行うとと

もに当制度の利用促進に努めた。（１１地方本部・１５会場） 

 

 

○手付金等保管事業 

宅地建物取引業法第６４条の３第２項に基づく「手付金等保管事業」を次のとおり実施した。 

 

（１）平成２９年度における寄託金証書の発行は次のとおりで利用件数は５件であった。 

 

 

 



 

 

 

平成２９年度 寄託金証書発行状況 
 

地方本部 発 行 年 月 日 件数 寄託金金額（単位：円） 

岡山県 平成２９年 ６月３０日 １ 6,100,000

東京都 

平成２９年 ８月１８日 １ 50,000,000

平成２９年１２月２１日 1 29,000,000

平成３０年 １月１８日 1 89,790,173

平成３０年 １月１９日 1 70,500,000

合   計 5 245,390,173

 
（２）手付金等保管制度 PR 用ステッカー、パンフレット及び本会ホームページにて、当制度の周知

並びに啓発に努めた。 

 

 

○手付金保証業務 

宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づく「手付金保証業務」を次のとおり実施した。 

 

 （１）平成２９年度における手付金保証付証明書の発行はなかった。 

 

（２）手付金保証制度 PR 用ステッカー、パンフレット及び本会ホームページにて、当制度の周知並

び啓発に努めた。 

 

 

Ⅱ．収益事業等の実施 

 

○不動産賃貸事業 

公益目的事業を安定的に実施するため、本会会館（総本部・東京都本部・埼玉県本部）の一部を   

賃貸した。 

 

 

○教育研修業務の充実 

(公社)全日本不動産協会が実施する宅地建物取引業に従事する者の資質向上を目的とした研修 

費用を助成した。 

 

 

 

※事業報告に係る附属明細書について 

 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規定する「事業報告の内容を 

補足する重要な事項」が存在しないため、附属明細書を作成しない。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（参考） 

その他の活動状況報告 
 

○広報関係業務 

公益社団法人全日本不動産協会と連携して、「協会ＰＲ」を次のとおり実施した。 

 

（１）「月刊不動産」を編集、発行し、同誌面において協会の活動状況、行政庁通達、不動産の適正

な取引推進のためのコンプライアンス、その他関連情報を幅広く提供するなど広報誌としての充

実に努めた。 

 

（２）各地方本部開催の法定研修会や研修用ＤＶＤ貸出の案内等を掲載した。 

その他、宅地建物取引における各種保全制度の周知など、会員の利便に努めた。 

 

（３）入会案内パンフレットを作成し、地方本部を通じて入会希望者へ提供した。 

 

（４）東京メトロ永田町駅、麹町駅構内に電飾看板を掲出した。 

 

（５）業界紙等に広告を掲載した。 

 

（６）インターネット広告を実施した。 

 

（７）マスコットキャラクター「ラビーちゃん」を活用し協会ＰＲに努めた。 

 

 

○組織活動の充実強化 

 

（１）会員の入退会状況等は次のとおりである。（平成３０年３月３１日現在） 
 

 計  画 実  績 

入 会 入 会 退 会 増 減 

主たる事務所 １，７９５ ２，０３５ １，１７１ ８６４

従たる事務所 ２７７ ３８６ ３０５ ８１

 

 

 

正   会   員 賛助

会員大  臣 知  事 合  計 

主たる事務所 ６０７ ２９，３９２ ２９，９９９
１

従たる事務所 １，９２２ １，５３０ ３，４５２

 

都道府県別会員入退会状況等は表－１２号のとおりである。 

 

（２）(公社)全日本不動産協会が実施する、地方本部の組織基盤強化に資するための調査及び活動実

施に協力した。 
① 地方本部別新規免許業者に対する入会者の割合表を作成 
② 平成２９年度新入会員年齢分布表を作成 

 
（３）(公社)全日本不動産協会と連携して全日マスコットキャラクター「ラビ―ちゃん」ピンバッジ

を作成し、地方本部へ配布した。 

 

（４）(公社)全日本不動産協会と連携した入会者獲得のインターネットを活用した入会促進 

   新規入会者獲得に向け、全地方本部を網羅したランディングページを作成し、インターネッ

ト広告を行った。 

 



 

 

（５）(公社)全日本不動産協会が実施する宅地建物取引士に対する講習（法定講習）に協力した。 

新たに宅地建物取引士法定講習を徳島県本部が実施し、実施本部は２８地方本部となった。 

また、下記地区協議会と連携し、法定講習受託に向けた講習会を実施した。 

 

地区協議会 開 催 日 ／ 会 場 

関東地区協議会 
平成 30 年 2月 20 日（火） 

埼玉県本部大会議室 

近畿地区協議会 
平成 30 年 3月 14 日（水） 

ホテルグランビア京都 

中国地区協議会 
平成 30 年 3月 13 日（火） 

山口グランドホテル 

四国地区協議会 
平成 30 年 3月 8 日（木） 

愛媛県本部会議室 

 
（６）(公社)全日本不動産協会に協力し、入会比率等が優秀な次の地方本部を表彰した。 

① 会員増強優秀表彰（平成２８年度の入会実績に基づく） 

第 1 位 島根県本部  第 2 位 東京都本部 第 3 位 滋賀県本部 

第 4 位 福井県本部  第 5 位 山口県本部 第 6 位 山梨県本部 

第 7 位 埼玉県本部  第 8 位 新潟県本部 第 9 位 千葉県本部 

第 10位 静岡県本部      

 

② 特別表彰 

○他団体を上回った本部・・・・・・・ 東京都・島根県 

○支部表彰・・・・・・・・・・・・・ 港支部（東京都）・中央支部（大阪府） 

 

（７）(公社)全日本不動産協会が実施する不動産開業セミナー（４２地方本部で計１０３回実施し、  

９４６名が受講）に協力した。 

 

（８）(公社)全日本不動産協会と合同で会員数 300 社未満の地方本部に対し、組織活動に関する要望

や検討事項等を調査し、野立看板・新聞広告等の組織活動費を助成した。 

 

○会員数 100 社未満（7地方本部） 

岩手県本部  秋田県本部  福井県本部  鳥取県本部  香川県本部  高知県本部 

佐賀県本部 

 

○会員数 200 社未満（16 地方本部） 

青森県本部  山形県本部  茨城県本部  栃木県本部  山梨県本部  富山県本部 

石川県本部   岐阜県本部   和歌山県本部 島根県本部  山口県本部  徳島県本部 

長崎県本部  大分県本部  宮崎県本部  鹿児島県本部 

 

○会員数 300 社未満（８地方本部） 

群馬県本部  新潟県本部  長野県本部  三重県本部  滋賀県本部  奈良県本部、 

熊本県本部  沖縄県本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表－１２号 

平成２９年度会員入退会状況一覧表 

 

増 減

 北 海 道 825 40 35 5 2 828 117 98 790

 青 森 県 169 4 13 -9 160 17 13 131

 岩 手 県 99 4 5 -1 98 10 4 82

 宮 城 県 634 35 12 23 2 659 85 83 1 597

 秋 田 県 76 6 6 0 1 77 8 4 64

 山 形 県 101 2 4 -2 99 3 72

 福 島 県 318 15 11 4 1 321 28 21 291

 茨 城 県 174 18 5 13 187 42 22 156

 栃 木 県 121 4 4 0 121 25 8 118

 群 馬 県 280 9 11 -2 278 34 25 237

 埼 玉 県 1,414 91 62 29 4 3 1,444 209 182 1,354

 千 葉 県 1,046 83 40 43 4 2 1,091 150 98 1,060

 東 京 都 8,915 710 379 331 12 17 9,241 963 1,314 1 9,017

 神奈川県 2,008 134 63 71 5 4 2,080 254 154 2,027

 山 梨 県 107 6 7 -1 106 6 3 80

 新 潟 県 221 19 11 8 1 228 23 9 183

 富 山 県 179 13 2 11 1 191 5 5 145

 長 野 県 259 13 9 4 2 265 44 35 229

 石 川 県 115 10 4 6 1 120 9 5 103

 福 井 県 55 7 3 4 59 5 5 52

 岐 阜 県 168 11 5 6 174 26 25 142

 静 岡 県 643 35 36 -1 1 2 641 68 38 498

 愛 知 県 929 113 43 70 1 2 998 226 357 910

 三 重 県 231 14 16 -2 1 228 37 29 190

 滋 賀 県 264 11 13 -2 1 261 51 40 228

 京 都 府 777 34 25 9 3 1 788 63 61 680

 大 阪 府 4,023 252 156 96 4 10 4,113 362 387 3,595

 兵 庫 県 897 60 34 26 6 1 928 120 99 815

 奈 良 県 251 11 13 -2 3 4 248 18 17 188

 和歌山県 121 4 5 -1 120 11 3 72

 鳥 取 県 32 5 0 5 37 4 1 32

 島 根 県 103 7 2 5 1 107 5 7 83

 岡 山 県 379 11 8 3 1 383 67 57 334

 広 島 県 506 31 18 13 519 66 55 484

 山 口 県 147 20 0 20 1 166 16 13 136

 徳 島 県 101 7 6 1 1 103 6 11 65

 香 川 県 91 6 4 2 1 94 17 7 70

 愛 媛 県 325 13 12 1 326 11 12 241

 高 知 県 96 4 3 1 97 4 3 1 54

 福 岡 県 702 53 32 21 1 724 134 88 631

 佐 賀 県 74 8 3 5 79 7 1 67

 長 崎 県 195 9 11 -2 193 14 4 138

 熊 本 県 214 13 12 1 215 13 7 170

 大 分 県 162 11 6 5 167 17 16 153

 宮 崎 県 162 17 4 13 175 4 2 113

 鹿児島県 169 10 7 3 1 171 7 4 120

 沖 縄 県 257 42 11 31 3 291 41 20 239

 合     計 29,135 2,035 1,171 864 56 56 29,999 3,452 3,452 2 1 27,236

（大臣） (556) (607) (1 ,922) (1 ,922) （従）事務所 ＋386

－305

※１　当該本部に所在地を置いている従たる事務所の数

※２　当該本部に主たる事務所を置く会員業者で、当該本部内外を問わず設置されている従たる事務所の総和

入　会 退　会 増　減
移　動

平成３０年３月３１日 現在

平成29年度
期首会員数

平　成　２９　年　度
平成２９年度
３月末会員数

従　①※１

（所在地）
従　②※２

（免許庁）

保 証
単 独

賛 助
会 員

法人数



 

○総務関係業務 

 

（１）会議開催状況は次のとおりである。 

 

会 議 名 開   催   日 回数 

第４５回 定時総会 6/21 １回

理 事 会 6/1、6/20、6/21、7/7、7/28、10/18、12/6、3/15 ８回

常務理事会 5/31、6/19、7/27、10/18、12/5、3/14 ６回

監 査 会 5/17～18、11/21～11/22 ２回

総務委員会 4/11、8/7、10/30、2/1 ４回

組織委員会 9/12、11/29、1/17、3/27 ４回

財務委員会 5/10、8/7、11/10、1/15、2/19 ５回

広報委員会 4/26、6/15、8/24、10/6、12/11、1/15、2/6 ７回

教育研修委員会 4/12、9/1、10/4、12/8、1/26 ５回

綱紀委員会 5/12、9/20、1/25、2/27 ４回

資格審査委員会 6/14、7/7、12/6、1/29 ４回

表彰選考委員会 1/16 １回

弁済委員会 
4/25、6/26、7/24、8/25、9/27、11/16、12/22、

2/7、3/22 
 ９回

求償委員会 9/14、10/27、12/19、2/15、3/5 ５回

手付金保証業務委員会 

手付金等保管業務委員会 
9/14、10/27、12/19、2/15、3/5 ５回

代議員選挙管理委員会 1/30 １回

一般保証業務委員会 8/31、10/25、1/22、3/20 ４回

会務運営会議（全日と合同） 
4/6、5/15、6/9、7/18、9/5、10/10、11/20、12/25、

3/5、3/14、3/29 
11 回

会務運営会議（保証単独） 
5/15、7/5、8/2、9/5、10/10、11/20、12/25、

2/26、3/29 
 ９回

 

（２）内閣府、国土交通省関係申請、報告事項等 

 

    ◎申  請  役員の選任に関する認可申請（国土交通省）       平成 29 年 7 月 31 日 

           役員の辞任に関する認可申請（国土交通省）      平成 29年 11 月 29 日 

           役員の辞任に関する認可申請（国土交通省）       平成 30 年 3 月 16 日 

           平成３０年度事業計画の認可申請（国土交通省）        平成 30年 3月 27 日 

                      平成３０年度弁済業務保証金準備金取崩し申請（国土交通省） 

                                      平成 30 年 3 月 26 日 

 

           公益社団法人（内閣府）               平成 29年 12 月 26 日 

            

    ◎認  可  役員の選任に関する認可（国土交通省）         平成 29年 8月 8日 

           役員の辞任に関する認可（国土交通省）        平成 29年 12 月 10 日 

           役員の辞任に関する認可（国土交通省）         平成 30 年 3 月 26 日 

           平成３０年度事業計画に関する認可（国土交通省）    平成 30 年 3 月 28 日 

           平成３０年度弁済業務保証金準備金取崩し承認（国土交通省） 

                                     平成 30 年 3 月 28 日 

 

    ◎認  定  公益社団法人（内閣府）               平成 30 年 2 月 20 日 

 

       ◎届  出  従たる事務所移転に係る届出（長崎県）（内閣府）    平成 29年 5月 19 日 

従たる事務所移転に係る届出（高知県）（内閣府）    平成 29年 9月 12 日 



 

理事及び監事の変更並びに会計監査人の名称変更に係る届出（内閣府） 

                      平成 29 年 9 月 12 日 

理事の変更に係る届出（内閣府）           平成 29年 11 月 29 日 

理事の変更に係る届出（内閣府）           平成 30 年 3 月 29 日 

平成３０年度事業計画書等の届出（内閣府）       平成 30年 3月 30 日 

 

    ◎報  告  平成２８年度事業報告等（内閣府）          平成 29 年 6 月 30 日 

           平成２８年度事業報告（国土交通省）         平成 29 年 6 月 30 日 

                      役員登記の完了報告（国土交通省）           平成 29年 9月 7日 

           役員登記の完了報告（国土交通省）                   平成 29年 11 月 29 日 

           役員登記の完了報告（国土交通省）                    平成 30年 3月 16 日 

 

（３）受章関係等 

 

〇旭日小綬章（平成２９年１１月３日） 

藤野茂樹（岡山県） 

〇黄綬褒章（平成２９年１１月３日） 

細井正喜（北海道） 

〇国土交通大臣表彰【建設事業関係功労者】（平成２９年７月１０日） 

原 勝博（青森県） 長島友伸（埼玉県） 山田達也（神奈川県） 松永幸久（熊本県） 

丸岡 敬（東京都） 

〇住宅関係功労者表彰（平成２９年６月１５日） 

藤井章一（兵庫県） 

 

 （４）役員の辞任 

 

    理事 山口敬一（平成２９年１１月１日付） 

    理事 西澤 溫（平成３０年３月２日付） 

 

 （５）本部長の選任 

 

    愛知県本部長 山田晶久（平成２９年１２月６日 第７回理事会承認） 

 

 （６）本部長の辞任 

 

    愛知県本部長 山口敬一（平成２９年１１月１日付） 

    沖縄県本部長 迫 幸治（平成３０年３月９日付） 

 

（７）第２３期役職者 

 

   総務委員長 坊 雅勝（平成２９年１２月６日 第７回理事会承認） 

   資格審査委員長 坊 雅勝（平成３０年３月１５日 第８回理事会承認） 

 

（８）代議員の選出等 

 

   代議員選出規程等に基づき代議員選挙を実施し、３９１名の代議員を選出した。 

 

 （９）第４５回定時総会の開催 

 

     日  時  平成２９年６月２１日（水） １１：００～１２：１５ 

場  所  ホテルニューオータニ「芙蓉の間」 



 

出席状況  代議員数 ３９１名 

出 席 数 ３００名 

委 任 状  ２８名 

有効出席 ３２８名 

 

目的事項 報告事項 

     （１）平成２８年度事業報告に関する件 

（２）平成２８年度決算報告に関する件 

（３）平成２８年度監査報告に関する件 

（４）平成２９年度事業計画に関する件 

（５）平成２９年度収支予算に関する件 

     決議事項 

     第１号議案 任期満了に伴う理事４７名、監事３名選任に関する件（承認） 

      

（10）第２３期本会役員の選任（平成２９年６月２１日 第４５回定時総会） 

 

  理事 ４７名                                  ※新任 

所属地方本部 氏 名 所属地方本部 氏 名 

北海道 ※ 横山 鷹史 山梨県  村松 清美 
岩手県  田屋 慶一 石川県  田井  仁 
秋田県  伊藤 惠一 福井県  吉田 啓司 
山形県 ※ 加藤 信芝 静岡県  前田 忠浩 
栃木県  稲川 知法 愛知県  山口 敬一 

埼玉県 
 石井 俊明 京都府  坊  雅勝 
 西村 義雄 

大阪府 

※ 堀田 健二 
※ 小久保 進 ※ 中野 楠雄 

千葉県  西澤  溫  小山 相一 
※ 鈴木 正尚 ※ 原田 良樹 

東京都 

 原嶋 和利 ※ 松倉 安男 
 中村 裕昌 

兵庫県  南村 忠敬 
 荻原 武彦  正田 雅史 
 石川 康雄 和歌山県  坂本 俊一 
 後藤 博幸 鳥取県 ※ 丹波 恭子 
※ 竹林 香代 島根県  木村 勇治 
※ 西間木 勝美 山口県  倉田 康也 
※ 本嶋 重夫 徳島県 ※ 米田 久夫 
 松﨑 富志夫 香川県 ※ 山下  稔 
※ 目黒 歳章 福岡県  沢田 光泰 
 田代 雅司 佐賀県  千北 政利 
※ 大鎌  博 宮崎県 ※ 小田原 義征 

神奈川県 
 秋山  始   
※ 川口 弘久  
※ 出口 賢道 

 

   監事 ３名 

所属地方本部  氏 名 所属地方本部 氏 名 

北海道 ※ 池谷  剛 京都府 ※ 長澤  洋 
会員外  今井 克治  

 

 



 

（11）第２３期本会役職者 

 

役職 理事長・表彰選考委員長     原嶋 和利 

    副理事長       中村 裕昌 

    専務理事       坊  雅勝 

    常務理事・総務委員長     山口 敬一 

    常務理事・財務委員長     荻原 武彦 

    常務理事・組織委員長     倉田 康也 

    常務理事・弁済委員長     前田 忠浩 

    常務理事・教育研修委員長    沢田 光泰 

    常務理事・一般保証業務委員長    石井 俊明 

    常務理事・求償委員長     原田 良樹 

        ・手付金保証業務委員長     〃 

        ・手付金等保管業務委員長     〃 

    常務理事・広報委員長     中野 楠雄 

    常務理事・綱紀委員長     田屋 慶一 

    常務理事・資格審査委員長      西澤  溫 

  

    顧問 ３名 瀬尾索夫（北海道）、有次正則（東京都）、古川 實（愛媛県） 

 

（12）第２３期本部長の選任（平成２９年６月２０日 第２回理事会承認） 

 

※新任 

地方本部 氏 名 地方本部 氏 名 

北海道 ※ 横山 鷹史 滋賀県 ※ 伊藤  靖 
青森県  原  勝博 京都府  坊  雅勝 
岩手県  田屋 慶一 大阪府 ※ 堀田 健二 
宮城県  小林 妙子 兵庫県  南村 忠敬 
秋田県  伊藤 惠一 奈良県  梅原 寛克 
山形県 ※ 加藤 信芝 和歌山県  坂本 俊一 
福島県 ※ 鍋田 岩男 鳥取県 ※ 丹波 恭子 
茨城県  須田 洋次 島根県  木村 勇治 
栃木県  稲川 知法 岡山県 ※ 大槻 俊一郎 
群馬県  新井 晴夫 広島県  中村 克己 
埼玉県  長島 友伸 山口県  倉田 康也 
千葉県 ※ 高橋 正敏 徳島県  米田 久夫 
東京都  中村 裕昌 香川県 ※ 山下  稔 

神奈川県  秋山  始 愛媛県  上谷  進 
山梨県  村松 清美 高知県 ※ 清水 正博 
新潟県  髙木 剛俊 福岡県  沢田 光泰 
富山県 ※ 田中 賢治 佐賀県  千北 政利 
長野県 ※ 矢口 則義 長崎県  鬼木 善久 
石川県  田井  仁 熊本県  松永 幸久 
福井県  吉田 啓司 大分県  石田 宣明 
岐阜県  浅野 勝史 宮崎県  小田原 義征 
静岡県  前田 忠浩 鹿児島県  福山  修 
愛知県  山口 敬一 沖縄県  迫  幸治 
三重県  東辻 広行 

 

 

 



 

（13）役員研修会等の開催（（公社）全日本不動産協会と共催） 

    

   〇新任役員研修会 

    日   時 平成２９年７月２９日（土） １０：００～１２：３０ 

    場   所 全日会館６階「大会議室」 

    演   題 「公益法人会計の見方と地方本部運営の考え方について」 

    講   師 監査法人ＭＭＰＧエーマック 公認会計士 和田一夫 氏 

    受 講 者 数 ２９名 

 

   〇事務局職員研修会 

日     時  平成２９年９月８日（金） １３:３０～１７:３０ 

        場    所 全日会館６階「大会議室」 

     演     題 「全日・保証会計システム処理について」 

          講   師 監査法人ＭＭＰＧエーマック 公認会計士  和田一夫 氏 

     その他説明 「会員管理システムについて」 

           アットホーム株式会社 システム企画・開発室 加藤良一 氏 

           「総務委員会からの報告」 

           「地方本部事務処理について」 

     受 講 者 数 ６３名 

 

    〇役員研修会 

     日   時 平成３０年１月１６日（火） １６：００～１６：４５ 

     場   所 ホテルニューオータニ 「おり鶴 悠」 

     演   題 「どうなる？平成３０年の不動産市況」 

     講   師 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ コンサルティング部専門部長 山﨑暢之 氏 

 

 （14）新年賀詞交歓会の開催（（公社）全日本不動産協会と共催） 

 

     日   時 平成３０年１月１６日（火） １７：３０～１９：００ 

     場   所 ホテルニューオータニ 「芙蓉の間」 

 

（15）諸規程の整備 

 

   〇諸規程の一部変更 

 ・定款施行規則一部改正（平成２９年６月１日 第１回理事会承認） 

・地方本部の組織及び運営に関する規則の一部改正 

（平成２９年６月１日 第１回理事会承認） 

・文書取扱規程の改正（平成２９年６月１日 第１回理事会承認） 

・近畿地区協議会規約一部変更（平成２９年６月２０日 第２回理事会承認） 

・定款施行規則一部改正（平成２９年１２月６日 第７回理事会承認） 

・入会審査取扱要綱一部改正（平成２９年１２月６日 第７回理事会承認） 

・育児休業および育児短時間勤務に関する規程一部改正 

（平成２９年１２月６日 第７回理事会承認） 

 

    〇地方本部組織運営細則等の変更 

     ・京都府本部組織運営細則一部変更（平成２９年６月２０日 第２回理事会承認） 

     ・奈良県本部組織運営細則一部変更（平成２９年６月２０日 第２回理事会承認） 

     ・大分県本部組織運営細則一部変更（平成２９年６月２０日 第２回理事会承認） 

  

（16）地区協議会の活動を円滑に遂行するため、各地区協議会に運営費として基本額１６０万円及び

４月１日現在の会員数に応じた金額を次のとおり交付した。 



 

 

北 海 道 地 区  1,682,500 円 東 北 地 区 1,739,700 円

関 東 地 区 3,028,600 円 中部・北陸地区 1,857,900 円

近 畿 地 区 2,233,300 円 中 国 地 区 1,716,700 円

四 国 地 区 1,661,300 円 九州・沖縄地区 1,793,500 円

  

 合 計 ８地区 15,713,500 円

 

（17）地方本部の運営 

 

〇徳島県本部の運営 

     平成 29年 5月 16 日開催の徳島県本部定時総会において、事業の継続性を重視して、現行

の役員に補充する形で理事 9 名、監事 3名が選任された。今後も必要があれば総本部として

サポートしていくが、徳島県本部役員による自主的運営とするため、理事長が必要な措置を

執ることができるという理事会決議を解いた。 

 

〇従たる事務所移転 

    ・高知県本部（平成２９年６月１日 第１回理事会承認） 

     ※移転に伴い、５０万円を上限に助成することを承認 

 

〇地方本部創立記念式典 

    ・広島県本部（平成２９年７月２０日） 

    ・埼玉県本部（平成２９年９月１５日） 

    ・香川県本部（平成３０年２月４日） 

    ・長野県本部（平成３０年３月７日） 

 

〇地方本部会館建設等 

    ・青森県本部 会館取得に伴い、お祝い金１００万円の拠出を承認 

       所在地 青森県青森市長島２－５－６ 全日青森会館 

 

   〇特別助成金の交付 

鳥取県本部へ年間助成金額保証５０万円、全日１５０万円、計２００万円を助成した。 

（平成２９年１０月１８日 第６回理事会報告） 

 

（18）中期ビジョン策定に向けた調査・研究を行った。 

 

（19）地方本部事務処理マニュアルの作成 

 

（公社）全日本不動産協会と連携し、「地方本部事務局実務事務処理マニュアル」をリニューア

ルし、「地方本部事務処理マニュアル（改訂版）」を作成して会員管理システム上において公開し

た。 

 

 （20）不動産手帳の製作・配付 

 

（公社）全日本不動産協会と共同で「不動産手帳」を製作、配付した。 

 

  


